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(57)【要約】
【課題】エレベータの運転制御に反してかごが移動する
ことの防止を上下いずれの方向についても容易に図るこ
とができるエレベータ装置を得る。
【解決手段】昇降路１内には、係合用穴１７が設けられ
た固定板１３が固定されている。かご３には、係合部材
１５と、係合部材１５を変位させる駆動部１６とを有す
る走行防止ユニット１２が設けられている。係合部材１
５は、かご３が所定の着床位置にあるときに係合用穴１
７に挿入される突出位置と、突出位置から後退して係合
用穴１７への挿入が外れる後退位置との間を変位可能に
なっている。係合部材１５は、突出位置に変位されるこ
とにより、かご３の移動方向について固定板１３に対し
て係合可能になる。係合部材１５が係合用穴１７に挿入
されることにより、かご３の移動が上下いずれの方向に
ついても制限される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　昇降路内を移動するかご、
　係合用穴が設けられ、上記昇降路内に固定された固定部材、及び
　上記かごが所定の着床位置にあるときに上記係合用穴に挿入される突出位置と上記係合
用穴への挿入が外れる後退位置との間を変位可能な係合部材と、上記突出位置と上記後退
位置との間で上記係合部材を変位させる駆動部とを有し、上記かごに設けられ、上記係合
部材を上記突出位置に変位させることにより、上記かごの移動方向について上記係合部材
を上記固定部材に対して係合可能にする走行防止ユニット
　を備えていることを特徴とするエレベータ装置。
【請求項２】
　上記駆動部は、給電を受けることにより上記係合部材を上記後退位置へ変位させ、給電
が停止されることにより上記係合部材を上記突出位置へ変位させることを特徴とする請求
項１に記載のエレベータ装置。
【請求項３】
　上記係合用穴は、上記かごの移動方向に沿った長穴であることを特徴とする請求項１又
は請求項２に記載のエレベータ装置。
【請求項４】
　上記かごの移動方向についての上記係合用穴の両端部には、緩衝材が設けられているこ
とを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれかに記載のエレベータ装置。
【請求項５】
　上記固定部材の大きさは、上記突出位置へ変位された上記係合部材が上記固定部材の外
部と係合しているときに上記かごの位置が上記着床位置に対して所定の許容範囲内になる
ように設定されていることを特徴とする請求項１乃至請求項４のいずれかに記載のエレベ
ータ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、昇降路内をかごが移動されるエレベータ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、乗客がかご内と乗場との間で乗降しているときにかごが下降することを防止する
ために、かごに設けられた駐留装置の係合片を昇降路に設置された支持体に載せるように
したエレベータ装置が提案されている。係合片は、水平方向へ前進することにより支持体
に載せられる（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開平５－３３８９５９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来のエレベータ装置では、エレベータの運転制御に反してかごが下降するこ
とを防止することはできるが、かごの上昇を防止することはできない。
【０００５】
　この発明は、上記のような問題点を解決することを課題としてなされたものであり、エ
レベータの運転制御に反してかごが移動することの防止を上下いずれの方向についても容
易に図ることができるエレベータ装置を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明に係るエレベータ装置は、昇降路内を移動するかご、係合用穴が設けられ、昇
降路内に固定された固定部材、及びかごが所定の着床位置にあるときに係合用穴に挿入さ
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れる突出位置と突出位置から後退して係合用穴への挿入が外れる後退位置との間を変位可
能な係合部材と、突出位置と後退位置との間で係合部材を変位させる駆動部とを有し、か
ごに設けられ、係合部材を突出位置に変位させることにより、かごの移動方向について係
合部材を上記固定部材に対して係合可能にする走行防止ユニットを備えている。
【発明の効果】
【０００７】
　この発明に係るエレベータ装置では、固定部材が昇降路内に固定され、走行防止ユニッ
トがかごに設けられており、かごが所定の着床位置にあるときに、走行防止ユニットの係
合部材が突出位置に変位することにより、係合部材が固定部材の係合用穴に挿入されるの
で、かごの移動を係合用穴の範囲内に制限することができる。従って、例えば巻上機に設
けられたブレーキ装置が故障により開放状態になっている場合であっても、上下のそれぞ
れの方向についてかごの移動を制限することができる。即ち、エレベータの運転制御に反
してかごが移動することを上下いずれの方向についても制限することができる。また、か
ごに走行防止ユニットを設けるとともに昇降路内に固定部材を固定する簡単な作業によっ
て、エレベータの運転制御に反したかごの移動を制限することができるので、既設のエレ
ベータ装置にもこの発明を容易に適用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１によるエレベータ装置を示す正面図である。また、図
２は、図１のエレベータ装置を示す側面図である。図において、昇降路１内には、一対の
かごガイドレール２及び一対の釣合おもりガイドレール（図示せず）が設置されている。
各かごガイドレール２間にはかご３が昇降可能に配置され、各釣合おもりガイドレール間
には釣合おもり（図示せず）が昇降可能に配置されている。
【０００９】
　昇降路１の上部には、機械室（図示せず）が設けられている。機械室内には、エレベー
タの運転を制御する制御盤と、制御盤により制御される駆動装置である巻上機とが設けら
れている（いずれも図示せず）。制御盤及びかご３間には、図１に示すように、情報通信
を行うための制御ケーブル（移動ケーブル）４が接続されている。
【００１０】
　巻上機の駆動シーブには、複数本の主索５が巻き掛けられている。かご３及び釣合おも
りは、各主索５により昇降路１内に吊り下げられている。かご３及び釣合おもりは、巻上
機の駆動力により昇降路１内を上下方向へ移動される。かご３及び釣合おもりが移動され
るときには、かご３が各かごガイドレール２に案内され、釣合おもりが各釣合おもりガイ
ドレールに案内される。
【００１１】
　かご３は、かご枠６と、かご枠６に囲まれたかご室７とを有している。かご枠６は、か
ご室７が載せられた下枠８と、かご室７の上方に位置する上枠９と、下枠８及び上枠９間
を固定する一対の縦枠１０とを有している。かご室７は、各縦枠１０間に配置されている
。各主索５は、上枠９に接続されている。
【００１２】
　かご室７には、一対のかごの戸により開閉されるかご出入口（図示せず）と、かごの戸
を移動させるドア駆動装置（図示せず）とが設けられている。各階床の乗場には、一対の
乗場の戸（図示せず）により開閉される乗場出入口２５が設けられている。かご３が各階
床に着床しているとき（即ち、かご３が所定の着床位置にあるとき）には、かごの戸が係
合装置により乗場の戸に係合しながら乗場の戸とともに水平方向へ移動可能になっている
。かご出入口及び乗場出入口２５（エレベータ出入口）は、かごの戸が乗場の戸に係合し
ながら移動されることにより開閉される。
【００１３】
　かご室７上には、制御ケーブル４が接続されたコントロールユニット（係合用制御部）
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１１が設けられている。また、各縦枠１０の上部には、コントロールユニット１１により
制御される走行防止ユニット１２がそれぞれ設けられている。コントロールユニット１１
は、制御盤からの指令に基づいて各走行防止ユニット１２を制御する。
【００１４】
　各かごガイドレール２には、各階床における所定の位置にそれぞれ配置された複数の固
定板（固定部材）１３が固定されている。かご３が所定の着床位置にあるときには、走行
防止ユニット１２と固定板１３とが水平方向について同位置に配置される。即ち、各固定
板１３が固定されている位置は、かご３が所定の着床位置にあるときに固定板１３が走行
防止ユニット１２と水平方向について対向する位置とされている。
【００１５】
　図３は、図１の走行防止ユニット１２及び固定板１３を示す一部破断拡大図である。図
において、固定板１３は、かごガイドレール２の背面に当てられた状態で複数のレールク
リップ１４によりかごガイドレール２に固定されている。走行防止ユニット１２は、かご
枠６に対して水平方向へ変位可能な係合部材１５と、係合部材１５を変位させる駆動部１
６とを有している。駆動部１６は、かご枠６の内側に配置されている。
【００１６】
　図４は、図１の固定板１３を示す正面図である。図において、固定板１３には、水平方
向について互いに離れた一対の係合用穴１７と、各係合用穴１７間の所定の位置に配置さ
れ、レールクリップ１４を取り付けるための複数のクリップ用穴１８とが設けられている
。
【００１７】
　各係合用穴１７は、かご３の移動方向（上下方向）に沿った長穴とされている。かご３
の移動方向についての各係合用穴１７の両端部（即ち、各係合用穴１７の上下端部）には
、例えばゴム等により作製された緩衝材１９が設けられている。
【００１８】
　図５は、図３のV-V線に沿った断面図である。また、図６は、図５の係合部材１５が係
合用穴１７から外れている状態を示す断面図である。図において、係合部材１５は、駆動
部１６からの駆動力を受ける基部１５ａと、基部１５ａから水平に突出する一対の挿入部
１５ｂとを有している。基部１５ａは、かご枠６の内側に配置されている。各挿入部１５
ｂは、水平方向について縦枠１０を挟むように配置されている。
【００１９】
　また、係合部材１５は、かご３が所定の着床位置にあるときに挿入部１５ｂが係合用穴
１７に挿入される突出位置（図５）と、突出位置から後退して挿入部１５ｂの係合用穴１
７への挿入が外れる後退位置（図６）との間を変位可能になっている。
【００２０】
　駆動部１６は、縦枠１０に固定されたケース２０内に収容されている。また、駆動部１
６は、突出位置に変位させる方向へ係合部材１５を付勢する複数の付勢ばね（付勢体）２
１と、各付勢ばね２１の付勢力に逆らって、後退位置に係合部材１５を変位させる電磁コ
イル２２とを有している。
【００２１】
　各付勢ばね２１は、基部１５ａとケース２０の内面との間で縮められている。また、電
磁コイル２２は、ケース２０の内面に固定されている。また、電磁コイル２２は、給電を
受けることにより、係合部材１５を吸引する電磁吸引力を発生する。電磁コイル２２が発
生する電磁吸引力は、電磁コイル２２への給電の停止により消滅する。
【００２２】
　係合部材１５は、電磁コイル２２の電磁吸引力が発生することにより後退位置へ変位さ
れ、電磁コイル２２の電磁吸引力が消滅することにより付勢ばね２１の付勢力に従って突
出位置へ変位される。即ち、駆動部１６は、給電を受けることにより係合部材１５を後退
位置へ変位させ、給電が停止されることにより係合部材１５を突出位置へ変位させる。
【００２３】
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　挿入部１５ｂは、係合用穴１７に挿入されているときに、上下方向へのかご３の移動に
応じて係合用穴１７内を変位される。従って、所定の着床位置だけでなく着床位置を含む
所定の範囲内にかご３があるときには、係合部材１５の突出位置への変位により係合部材
１５が係合用穴１７に挿入される。これに対し、かご３の位置が所定の範囲から外れてい
るときには、係合部材１５が突出位置に変位されても係合部材１５の係合用穴１７への挿
入は行われない。
【００２４】
　係合部材１５が突出位置にあるときには、図５に示すように、かご３の移動方向に沿っ
た投影面内において、各挿入部１５ｂの一部が固定板１３の領域に重なっている。従って
、このときには、係合部材１５が係合用穴１７に挿入されているか否かにかかわらず、各
挿入部１５ｂがかご３の移動方向について固定板１３と係合可能になっている。かご３の
移動は、係合部材１５と固定板１３との係合により制限される。
【００２５】
　係合部材１５が後退位置にあるときには、図６に示すように、かご３の移動方向に沿っ
た投影面内において、係合部材１５が固定板１３の領域外に配置されている。従って、こ
のときには、かご３の移動方向についての係合部材１５と固定板１３との係合が回避され
る。
【００２６】
　即ち、走行防止ユニット１２は、係合部材１５を突出位置へ変位させることにより、か
ご３の移動を制限する走行防止動作を行い、係合部材１５を後退位置へ変位させることに
より、かご３の移動の制限を解除する開放動作を行う。
【００２７】
　図７は、図２の係合部材１５が上方から固定板１３の外部に係合されている状態を示す
側面図である。また、図８は、図７の係合部材１５が下方から固定板１３の外部に係合さ
れている状態を示す側面図である。係合部材１５が突出位置に変位された状態でかご３が
下降すると、図７に示すように、係合部材１５が上方から固定板１３の外部に係合される
。このときには、かご３の位置が所定の着床位置から上方に寸法Ｙ１だけずれた上限許容
位置となる。
【００２８】
　また、係合部材１５が突出位置に変位された状態でかご３が上昇すると、図８に示すよ
うに、係合部材１５が下方から固定板１３の外部に係合される。このときには、かご３の
位置が所定の着床位置から下方に寸法Ｙ２だけずれた下限許容位置となる。
【００２９】
　上限許容位置及び下限許容位置は、かごの戸が乗場の戸に係合可能で、かつかご３と乗
場との間で乗客が乗降可能な位置となっている。例えば、上限許容位置及び下限許容位置
は、寸法Ｙ１及びＹ２がそれぞれ５００ｍｍ以下となる位置に設定される。
【００３０】
　上限許容位置及び下限許容位置は、固定板１３の大きさによって決まる。従って、係合
部材１５が固定板１３の外部と係合しているときにかご３の位置が所定の着床位置に対し
て所定の許容範囲内（かごの戸が乗場の戸に係合可能で、かつかご３と乗場との間で乗客
が乗降可能な範囲内）になるように、固定板１３の大きさが設定されている。例えば、か
ご３の移動方向（上下方向）についての固定板１３の寸法が１０００ｍｍ以下とされる。
【００３１】
　次に、動作について説明する。図９は、図１のかご３の移動及び停止の時期、エレベー
タ出入口の開閉の時期及び走行防止ユニット１２の動作時期を示すタイミングチャートで
ある。例えば通常運転時や保守点検運転時等にかご３が移動しているとき（かご３の走行
中）には、走行防止ユニット１２への給電が継続されている。このときには、係合部材１
５が後退位置に変位されている。
【００３２】
　かご３が所定の着床位置に停止すると（Ｔ１）、図に示すように、まず走行防止ユニッ
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ト１２への給電が停止される。これにより、走行防止ユニット１２が走行防止動作を行う
（Ｔ２）。即ち、係合部材１５が突出位置に変位される。これにより、挿入部１５ｂが固
定板１３の係合用穴１７に挿入され、係合部材１５と固定板１３とがかご３の移動方向に
ついて係合可能になる。
【００３３】
　走行防止ユニット１２の走行防止動作が完了すると、エレベータ出入口の戸開動作が行
われる（Ｔ３）。エレベータ出入口の戸開動作が完了することにより、かご３と乗場との
間で乗客が乗降可能になる。
【００３４】
　また、かご３の移動が開始されるときには、まずエレベータの戸閉動作が行われる（Ｔ
４）。エレベータ出入口の戸閉動作が完了すると、走行防止ユニット１２への給電が開始
される。これにより、走行防止ユニット１２が開放動作を行う（Ｔ５）。即ち、係合部材
１５が後退位置に変位される。これにより、係合部材１５と固定板１３との係合が外れる
。
【００３５】
　この後、走行防止ユニット１２の開放動作が完了した後にかご３の移動が開始される（
Ｔ６）。
【００３６】
　さらに、停電によりかご３が所定の着床位置から外れた位置に停止した場合には、かご
３内の乗客を救出するために、機械室内で巻上機を手動で操作してかご３を最寄り階へ移
動させることがある。この場合、走行防止ユニット１２への給電が停止されているので、
係合部材１５が突出位置に変位されたままになっている。
【００３７】
　この場合には、係合部材１５が固定板１３の外部に係合するまで、かご３が手動により
移動される。係合部材１５が固定板１３の外部に係合したときには、最寄り階の着床位置
に対して所定の許容範囲内にかご３が達している。従って、エレベータ出入口を開くこと
が可能になる。
【００３８】
　係合部材１５が固定板１３の外部に係合した後、エレベータ出入口を手動で開けること
により、かご３内の乗客を乗場に救出することができる。
【００３９】
　このようなエレベータ装置では、固定板１３が昇降路１内に固定され、走行防止ユニッ
ト１２がかご３に設けられており、かご３が所定の着床位置にあるときに、走行防止ユニ
ット１２の係合部材１５が突出位置に変位することにより、係合部材１５が固定板１３の
係合用穴１７に挿入されるので、かご３の移動を係合用穴１７の範囲内に制限することが
できる。従って、例えば巻上機に設けられたブレーキ装置が故障により開放状態になって
いる場合であっても、上下のそれぞれの方向についてかご３の移動を制限することができ
る。即ち、エレベータの運転制御に反してかご３が移動することを上下いずれの方向につ
いても制限することができる。また、かご３に走行防止ユニット１２を設けるとともに、
昇降路１内に固定板１３を固定する簡単な作業によって、エレベータの運転制御に反した
かご３の移動を制限することができるので、既設のエレベータ装置にもこの発明を容易に
適用することができる。
【００４０】
　また、走行防止ユニット１２の駆動部１６は、給電を受けることにより係合部材１５を
後退位置に変位させ、給電が停止されることにより係合部材１５を突出位置に変位させる
ので、停電時のようにエレベータ装置への給電が停止された場合であってもかご３の移動
を制限することができる。
【００４１】
　また、係合用穴１７がかご３の移動方向に沿った長穴とされているので、かご３の着床
ずれや主索５の伸縮等によってかご３の停止位置が上下する場合であっても、係合部材１
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５を係合用穴１７に挿入させることができ、かご３の移動を制限することができる。
【００４２】
　また、かご３の移動方向についての係合用穴１７の両端部には、緩衝材１９が設けられ
ているので、何らかの原因でかご３が移動したときに、係合部材１５が固定板１３に当た
ることによるかご３への衝撃を和らげることができる。
【００４３】
　また、固定板１３の大きさは、係合部材１５が固定板１３の外部に係合しているときに
かご３の位置が所定の許容範囲内になるように設定されているので、停電等により走行防
止ユニット１２への給電が停止されている場合であっても、係合部材１５が固定板１３の
外部に係合した状態で、かご３内の乗客を乗場に救出することができる。
【００４４】
　なお、上記の例では、係合用穴１７が長穴とされているが、これに限定されることはな
く、例えば大きめの丸穴や角穴等であってもよい。
【００４５】
　また、上記の例では、主索５の一端部がかご３に接続され他端部が釣合おもりに接続さ
れた１：１ローピング方式のエレベータ装置にこの発明が適用されているが、かご３に設
けられたかご吊り車と、釣合おもりに設けられた釣合おもり吊り車とに巻き掛けられた主
索によってかご３及び釣合おもりを吊り下げる２：１ローピング方式のエレベータ装置に
この発明を適用してもよい。また、巻上機が昇降路１内に配置されて機械室が設けられて
いない機械室レスのエレベータ装置にこの発明を適用してもよい。さらに、油圧式及び巻
胴式のエレベータ装置にこの発明を適用してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】この発明の実施の形態１によるエレベータ装置を示す正面図である。
【図２】図１のエレベータ装置を示す側面図である。
【図３】図１の走行防止ユニット及び固定板を示す一部破断拡大図である。
【図４】図１の固定板を示す正面図である。
【図５】図３のV-V線に沿った断面図である。
【図６】図５の係合部材が係合用穴から外れている状態を示す断面図である。
【図７】図２の係合部材が固定板の外部に上方から係合されている状態を示す側面図であ
る。
【図８】図７の係合部材が固定板の外部に下方から係合されている状態を示す側面図であ
る。
【図９】図１のかごの移動及び停止の時期、エレベータ出入口の開閉の時期及び走行防止
ユニットの動作時期を示すタイミングチャートである。
【符号の説明】
【００４７】
　１　昇降路、３　かご、１３　固定板（固定部材）、１５　係合部材、１６　駆動部、
１７　係合用穴、１９　緩衝材。
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